
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  161 

その他（具体的に）

④保育士の確保促進や柔軟な保育サービスの提供等
   都市公園内に保育所等の設置を可能とすることで、用地不足に悩む都市部において、
保育所整備に取り組む。
   国家戦略特区において、地域限定保育士事業を活用した保育士の確保促進や、小規
模認可保育所における対象年齢の拡大による柔軟な保育サービスの提供に取り組む。
また、国家戦略特区における家事支援外国人受入事業の活用を図る。

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

１．子育て、介護基盤の整備

・都市公園占有保育所等施設設置事業
・保育所等の都市公園への設置の全国措置化（都市公園法改正）

    都市公園占有保育所等施設設置事業及び保育所等の占用物件への追加（全国措置
化）は、待機児童の解消に資するため、都市公園における保育所等を設置するための都
市公園の占有を認めることにより、用地不足に悩む都市部において保育所設置を促進す
るもの。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

都市部における保育ニーズに対応するため、待機児童の解消に向け、国家戦略
特区法及び都市公園法の枠組みを活用。

　　保育等の福祉サービスの需要に対応するため、国家戦略特別区域内の都市公園に
保育所等の社会福祉施設の設置を可能化。
　　加えて、都市公園における保育所等の設置について、オープンスペース機能を損なわ
ない範囲で、特区以外の都市においても可能とするよう都市公園法改正により一般措置
化(平成29年６月15日施行）し、待機児童解消の取組強化に向けた事業を推進。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

地方創生推進事務局
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

―

１１８

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 787,949,147 千円+事項要求の内数

29年度予算額： 787,949,147 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  162 

機構定員要求

国家戦略特別区域計画の認定

・国家戦略特別区域限定保育士事業
　保育人材の確保に向けて、特区内の都府県等が行う国家戦略特別区域限定保育士試
験の合格者が、３年間当該区域内のみで保育士と同様の資格として通用する「地域限定
保育士」の資格を付与する。また、当該保育士試験の試験事務を行わせることができる
指定法人の範囲を、一般社団法人及び一般財団法人以外の多様な主体に拡大する。
・国家戦略特別区域小規模保育事業
　　待機児童の解消に向けて、原則として０～２歳児を対象としている小規模認可保育所
における対象年齢を０～５歳に拡大する。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

④保育士の確保促進や柔軟な保育サービスの提供等
　都市公園内に保育所等の設置を可能とすることで、用地不足に悩む都市部において、
保育所整備に取り組む。
　国家戦略特区において、地域限定保育士事業を活用した保育士の確保促進や、小規
模認可保育所における対象年齢の拡大による柔軟な保育サービスの提供に取り組む。
また、国家戦略特区における家事支援外国人受入事業の活用を図る。

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

１．子育て、介護基盤の整備

・国家戦略特別区域限定保育士事業
・国家戦略特別区域小規模保育事業

   国家戦略特別区域限定保育士事業は、保育士不足を解消するため、特区内の都府県
等が行う国家戦略特別区域限定保育士試験の合格者が、３年間は各当該都道府県等
の区域内で勤務することを条件とした「地域限定保育士」の資格を付与し、また、当該保
育士試験の試験事務を行わせることができる指定法人の範囲を、一般社団法人及び一
般財団法人以外の多様な主体に拡大することで、通常の保育士試験に加えた複数回の
試験を実施しやすくするもの。
   国家戦略特別区域小規模保育事業は、待機児童の解消を目的として、原則として０～
２歳児を対象としている小規模認可保育所における対象年齢を０～５歳に拡大し、事業
者自らの判断により、一貫保育等を可能とするもの。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

-

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

－

１１８

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

地方創生推進事務局
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  163 

その他（具体的に）

④保育士の確保促進や柔軟な保育サービスの提供等
　都市公園内に保育所等の設置を可能とすることで、用地不足に悩む都市部において、
保育所整備に取り組む。
　国家戦略特区において、地域限定保育士事業を活用した保育士の確保促進や、小規
模認可保育所における対象年齢の拡大による柔軟な保育サービスの提供に取り組む。ま
た、国家戦略特区における家事支援外国人受入事業の活用を図る。

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

１．子育て、介護基盤の整備

国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業

　　「国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業」は、国家戦略特区の区域内において
外国人材が炊事、洗濯、掃除、買物等の家事支援サービスを提供することにより、女性の
活躍推進や家事支援ニーズへの対応等を図ることを目的に実施するもの。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

国家戦略特別区域計画の認定

   本事業は、「国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業」を定めた区域計画が内閣
総理大臣に認定された場合に、国と地方自治体とで構成する第三者管理協議会による管
理体制の下、受入企業に雇用され利用世帯において家事支援サービスを提供する外国
人材の入国、在留を認めるもの。
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分野
－大
項目

３－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

地方創生推進事務局
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バラ
ンス等の実現

－

１２２

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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業
東
京
都
：
６
事
業
者

神
奈
川
県
：
６
事
業
者

⼤
阪
市
：
３
事
業
者

家
事

支
援

サ
ー
ビ
ス
企

業
（
雇

用
先

）

○
家

事
代

行
業

○
人

材
派

遣
業

○
清

掃
サ

ー
ビ
ス

な
ど
が

参
入

兵
庫
県
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 42,290,000 千円 の内数

29年度予算額： 42,290,000 千円 の内数

28年度歳出予算現額※ 63,034,643 千円
28年度決算額： 63,034,643 千円

使用割合： 100.0 ％

－

－

該当施策概要

地域包括ケアシステムの構築に向けて、各都道府県計画に基づき、地域密着型サー
ビス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を
行う。
・地域密着型サービス施設等整備助成事業
・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業　　等

通し番号  164 

　団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医
療・介護推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い
医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題である。このた
め、消費税増収分等を活用した財政支援制度（本基金）を平成27年度に創設し、各都
道府県に設置することとしたところであり、各都道府県は、都道府県計画を作成し、当
該計画に基づき事業を実施する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

地域医療介護総合確保基金

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡
大する。
（後略）

554



分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

―

担当府省・担当課
厚生労働省

老健局高齢者支援課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

―

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

１２９
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 事項要求 千円

29年度予算額： 1,832,300,707 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

   平成29 （2017 ）年度において、臨時に介護報酬改定を行い、介護職員処遇改善加算
について、介護職員の経験、資格又は評価に応じた昇給の仕組み（キャリアアップの仕
組み）を構築した事業者に対し、新たな上乗せ評価を行う加算を創設し、月額平均１万
円相当の処遇改善を実施する。

　介護人材の処遇について、平成28年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍
プラン」に基づき、平成29 （2017）年度からキャリアアップの仕組みを構築し、月額平均１
万円相当の改善を行っている。

〈参考〉「ニッポン一億総活躍プラン」（抜粋）（平成28年6月2日閣議決定）
　　 「介護人材の処遇については、競合他産業との賃金差がなくなるよう、平成29年度
（2017年度）からキャリアアップの仕組みを構築し、月額平均１万円相当の改善を行う。
この際、介護保険制度の下で対応することを基本に、予算編成過程で検討する。なお、
障害福祉人材の処遇についても、介護人材と同様の考え方に立って予算編成過程で検
討する。」

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

通し番号  165 

介護人材の処遇改善

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
　　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡大
する。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労
働負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り組む。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

老健局老人保健課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

１３１
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介
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②
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①
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③
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介
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 611,089 千円

29年度予算額： 300,090 千円

28年度歳出予算現額※ 304,627 千円
28年度決算額： 171,804 千円

使用割合： 56.4 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  166 

介護ロボット開発等加速化事業

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡
大する。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じ
た労働負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り
組む。

　介護ロボットについては、平成28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラ
ン」において、介護人材確保のための総合的な対策の一つとして、その活用促進が明
記されたところである。
　また、平成29年６月９日に閣議決定された「未来投資戦略2017」においても、「ロボッ
ト・センサー等の技術を活用した介護の質・生産性の向上」として、現場のニーズを真
にくみ取った開発等の方針が掲げられており、本事業において、介護ロボット等の開
発・普及の加速化を図る。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

・ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置
　開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開発企業と介護現場
が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会を設置
する。
・福祉用具・介護ロボット実用化支援事業
　 介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が促進されるよう、開
発中の試作機器について介護現場での実証、成果の普及啓発等を行い、介護ロボッ
トの実用化を促す環境を整備する。
・介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業
　 介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、施設全体の介護業
務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重要であり、介護ロボットを活用した介
護技術の開発までを支援するモデル事業を実施する。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

132

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

老健局高齢者支援課
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円

介
護

ロ
ボ

ッ
ト
等
の
開
発
・
普
及
に
つ
い

て
、
開

発
企
業

と
介
護

現
場
の

協
議
を

通
じ
着
想
段
階
か
ら
現
場
の
ニ
ー
ズ
を
開
発
内

容
に
反

映
、

開
発
中
の
試
作
機
へ
の
ア
ド
バ

イ
ス

、
開

発
さ
れ
た

機
器

を
用

い
た
効
果

的
な
介
護
技
術
の
構
築
な
ど
、
各
段
階
で
必

要
な
支

援
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
加
速
化
を

図
る

。

概
要

介
護

ロ
ボ

ッ
ト
の
導
入
を
推
進
す
る
た
め

に
は

、
使

用
方
法
の

熟
知

や
、

施
設
全

体
の

介
護
業
務
の
中
で
効
果
的
な
活

用
方

法
を

構
築
す
る

視
点

が
重

要
で
あ

り
、

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
を
活
用
し
た
介

護
技

術
の

開
発
ま
で

を
支

援
す

る
モ
デ

ル
事

業
を
実
施
す
る
。

着
想

段
階

開
発

段
階

上
市

段
階

○
介

護
ロ
ボ
ッ
ト
を
活
用
し
た
介
護
技
術

開
発
支

援
モ
デ
ル

事
業

事
業
内

容

介
護

現
場

の
ニ
ー
ズ
に
適
し
た
実
用
性
の

高
い

介
護

ロ
ボ
ッ
ト

の
開

発
が

促
進
さ

れ
る

よ
う
、
開
発
中
の
試
作
機
器
に

つ
い

て
介

護
現
場
で

の
実

証
、

成
果
の

普
及

啓
発
等
を
行
い
、
介
護
ロ
ボ
ッ

ト
の

実
用

化
を
促
す

環
境

を
整

備
す
る

。

○
福

祉
用

具
・
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
実
用
化
支
援
事

業

開
発

前
の
着
想
段
階
か
ら
介
護
ロ
ボ
ッ
ト

の
開

発
の

方
向
性
に

つ
い

て
開

発
企
業

と
介

護
現
場
が
協
議
し
、
介
護
現
場

の
ニ

ー
ズ

を
反
映
し

た
開

発
の

提
案
内

容
を

取
り
ま
と
め
る
協
議
会
を
設
置

す
る

。

○
ニ
ー
ズ
・
シ
ー
ズ
連
携
協
調
の
た
め
の

協
議

会
の
設

置

モ
ニ
タ
ー
調
査

・
専

門
職
に
よ
る
ア
ド
バ
イ
ス
支
援

・
臨

床
評
価

※
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
製
品
と
な
る
よ
う
支
援

実
証

成
果
等
の
普
及
啓
発

※
研
修
、
普
及
啓
発
イ
ベ
ン
ト
等
の
実
施

現
場

の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
介
護
ロ

ボ
ッ
ト
開
発
の
提
案
を
取
り
ま
と
め

※
開
発
企
業
、
介
護
現
場
、
福
祉
機
器
等
に

精
通
し
た
専
門
家
で
構
成

効
果

的
な
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
を
活
用

し
た
介
護
方
法
の
開
発

※
開
発
企
業
、
介
護
現
場
、
福
祉
機
器
等

に
精
通
し
た
専
門
家
に
よ
り
、
導
入
か
ら

実
証
ま
で
総
合
的
に
実
施
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 900,000 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※ － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  167 

介護事業所における生産性向上推進事業

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基板の整備
　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡
大する。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じ
た労働負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り
組む。

　　介護事業所における生産性向上については、「経済財政運営と改革の基本方針
2017」（平成29年6月9日閣議決定）において「実際に生産性向上に取り組む地域の中
小企業、サービス業に対する支援を図る」こととされていることから、介護サービスにお
ける生産性向上のガイドラインの作成等を行う。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

介護保険サービスの生産性を向上するため、
・サービス種別毎にＩＣＴ化・介護ロボットの活用による業務の効率化、業務プロセス・
作成文書の見直し等の調査研究を実施
・調査研究を踏まえ、介護事業者が組織的に生産性向上に取り組みやすくするための
ガイドラインを作成
・ガイドラインの介護事業者への普及啓発活動の実施
により、介護業界における生産性向上の横展開を支援し、介護分野における生産性
向上を強力に推進する。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

１３４

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

老健局振興課
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介
護
事
業
所
に
お
け
る
生
産
性
向
上
推
進
事
業
【
新
規
】

○
介

護
事

業
所

に
お

け
る

生
産

性
向

上
に

つ
い

て
は

、
「

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
7
」

（
平

成
2
9
年

6
月
9
日
閣
議

決
定

）
に
お
い
て
「

実
際

に
生

産
性

向
上

に
取
り

組
む

地
域
の
中
小
企
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
に
対

す
る

支
援

を
図

る
」

こ
と

と
さ

れ
て
い

る
こ

と
か

ら
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

生
産

性
向

上
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
作
成
等
を
行
う
。

平
成

２
９

年
度
予
算
額

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

０
千
円

→
９
０
０
，
０
０
０
千
円

１
目

的

○
介
護
保
険
サ

ー
ビ

ス
の

生
産

性
を
向

上
す

る
た
め

、

①
サ

ー
ビ

ス
種

別
毎

に
Ｉ

Ｃ
Ｔ

化
・

介
護

ロ
ボ

ッ
ト
の

活
用

に
よ

る
業
務

の
効

率
化

、
業

務
プ

ロ
セ

ス
・
作
成

文
書
の
見
直

し
等

の
調

査
研
究
を

実
施

②
調

査
研

究
を

踏
ま

え
、

介
護

事
業

者
が

組
織

的
に
生

産
性

向
上

に
取
り

組
み

や
す

く
す

る
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン
を
作
成

③
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の

介
護

事
業

者
へ

の
普
及

啓
発
活

動
の
実

施

に
よ

り
、

介
護

業
界

に
お

け
る

生
産
性

向
上

の
横

展
開
を

支
援

し
、

介
護
分

野
に

お
け

る
生

産
性

向
上

を
強

力
に

推
進
す
る
。

２
事
業
内
容

○
国

（
民

間
団

体
等
へ
の
委
託
を
想
定
）

３
実
施
主
体

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

【
生

産
性

向
上

（
介

護
労

働
の

価
値
を

高
め
る
）
の
取
組

】

業
務
プ
ロ
セ
ス
構
築

職
員
配
置
の
見
直
し

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用

作
成
文
書
の
見
直
し

①
調
査
研
究
の
実
施

②
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成

③
普
及
啓
発
活
動

な
ど
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 270,000 千円

29年度予算額： 229,782 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 125,544 千円

28年度決算額： 124,840 千円

使用割合： 99.4 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  168 

ＩＣＴについては、現在、介護サービス事業所において様々な業務支援のための情報通
信技術を活用した記録等のソフトが導入されているため、有識者等による既存ソフトの
機能やセキュリティ等の分析を行い、今後求められるソフトのあり方を検討するなど、標
準仕様の作成に向けた取組を実施する。

具体的には、既存ソフトの機能やセキュリティの分析に当たっては、実地調査による
個々のソフトの機能要件の洗い出しを行うとともに、介護報酬の請求と連動する仕組み
を構築する必要があることから、各都道府県の国民健康保険団体連合会との連携も図
ることとする。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

介護事業所におけるICT普及促進事業

（平成28年度補正予算2.6億
円は繰越）

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設及

び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡大す
る。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働
負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り組む。

介護事業所におけるICT化を全国的に普及促進するため、介護サービス事業所間の
情報連携を行うための記録等の業務支援ソフトに関して、今後求められる情報の内容や
セキュリティ等のあり方を検討するなど、ICTの標準仕様の作成に向けた取組を実施す
る。

566



分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

１３４

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

老健局振興課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－
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介
護
事
業
所
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
普
及
促
進
事
業

○
介
護
事
業

所
に

お
け
る

Ｉ
Ｃ

Ｔ
化

を
全

国
的

に
普

及
促

進
す

る
た

め
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業

所
間
の
情
報
連

携

を
行

う
た

め
の

記
録

等
の

業
務

支
援

ソ
フ

ト
に

関
し

て
、

今
後

求
め

ら
れ
る

情
報

の
内

容
や

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

等
の

あ
り
方
を
検
討
す
る

な
ど

、
IC
T
の

標
準
仕

様
の
作

成
に
向

け
た
取

組
を
実

施
す
る
。

平
成

２
９

年
度

予
算
額

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

２
２

９
，

７
８

２
千
円

→
２
７
０
，
０
０
０
千
円

１
目

的

○
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に

つ
い

て
は
、

現
在

、
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

に
お

い
て

様
々

な
業
務
支
援
の
た
め

の
情
報
通
信
技

術

を
活

用
し

た
記

録
等

の
ソ

フ
ト

が
導

入
さ

れ
て

い
る

た
め

、
有

識
者

等
に

よ
る

既
存

ソ
フ

ト
の

機
能

や
セ

キ
ュ

リ

テ
ィ

等
の

分
析

を
行

い
、

今
後

求
め
ら

れ
る

ソ
フ

ト
の
あ

り
方

を
検

討
す
る

な
ど

、
標

準
仕

様
の

作
成

に
向

け
た

取
組
を
実
施
す
る
。

○
具
体
的
に

は
、
既

存
ソ

フ
ト

の
機

能
や

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
分

析
に

当
た

っ
て
は
、
実
地
調
査

に
よ
る
個
々
の

ソ

フ
ト

の
機

能
要

件
の

洗
い

出
し

を
行

う
と

と
も

に
、

介
護

報
酬

の
請

求
と
連

動
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
必

要
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
各

都
道

府
県
の

国
民

健
康
保

険
団
体

連
合
会

と
の
連

携
も
図
る
こ
と
と
す
る
。

２
事
業
内
容

○
国
（
民
間
団
体

等
へ

の
委

託
を
想
定

）

３
実
施
主
体
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 事項要求 千円

29年度予算額： 6,000,000 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1 18,054,908 千円 の内数
28年度決算額： 6,604,440 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  169 

地域医療介護総合確保基金による総合的・計画的な介護人材確保の推進

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
　　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡大
する。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた
労働負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り組
む。

　介護人材の「参入促進」・「資質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する多様な取
組を支援し、地域の実情に応じた総合的・計画的な介護人材確保対策を推進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

　地域の実情に応じた介護人材の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて
実施される「参入促進」・「資質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援
する。
　平成30年度においては、中高年齢者等の介護未経験者に対する入門的研修を創設
し、研修受講者と介護施設・事業所とのマッチングまでを一体的に行うことによる多様
な人材の参入・確保を促進する事業や、介護福祉士養成施設による将来の介護サー
ビスを支える若年世代の参入促進に係る事業を新たに地域医療介護総合確保基金の
事業メニューに位置付ける。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

-

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

１２９

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所 

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 1,141,446 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  170 

介護のしごとの魅力発信等特別対策事業

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

⑤「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備
　　介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、2020年代初頭までに、介護施設
及び在宅サービス等の整備量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡大
する。また、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労
働負担の軽減等により、介護サービスを支える介護人材の確保に引き続き取り組む。

　経済状況の好転により景気が回復していく中で、労働市場全体として人手不足感が高
まってきており、介護分野においても人材の確保が一段と厳しくなることが想定される。
　このため、各地域の実情に応じた取組が、より人材確保に結びつくよう、介護職の魅
力・社会的評価の向上や、介護人材確保対策の好事例の収集・分析・横展開に取り組
む。
　また、在留資格「介護」の創設により、専門人材として活躍が期待される留学生等の増
加が見込まれることから、留学生等の管理支援体制の環境を整備する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

　介護の仕事に対するネガティブなイメージの刷新や介護職の魅力・社会的評価の向上
のための広報活動を全国的に実施するとともに、都道府県や事業所等で実施している
先駆的・効果的な介護人材確保対策の事例の収集・分析・横展開に取り組む。
　また、在留資格「介護」の創設に伴い、介護福祉士を目指す留学生等の状況把握や日
常生活面における相談支援体制の整備を行い、専門人材として活躍が期待される留学
生等に対する支援を行う。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

-

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

-

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省

社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室
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平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

：
事
項
要
求

平
成
２
９
年
度
予
算
：公

費
９
０
億
円
（
国
費
６
０
億
円
）
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